
平成24年2月23日（木）
大阪湾広域臨海環境整備センター
（大阪湾フェニックスセンター）
環境課長 樋口 進

大阪沖処分場
平成21年10月開業
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フェニックス誕生の背景とフェニックスセンターの設立

１９７０年代の課題→高度経済成長に伴う臨海部開発と廃棄物の適正処理

経済の高度成長
・1970年から80年で
国内総生産（名目）
は約６倍

廃棄物の増加
・大量生産・大量消費による廃棄物の大量
排出

臨海部の開発

・大阪湾臨海
部の土地利
用進展

①臨海部土地需要への対応（埋立造成）と②安定的な廃棄物処分（最終処分場確保）が急務

①埋立造成（港湾整備）と②廃棄物処分を同時に行う仕組み・組織が必要

広域臨海環境整備ｾﾝﾀｰ法制定(1981年6月） ⇒ 大阪湾広域臨海環境整備ｾﾝﾀｰ設立(1982年3月）

図は国内総生産（名目）の推移
（単位は10億円）

10km
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大阪湾フェニックス計画について

廃棄物埋立護岸建設

処分場施設建設

埋立処分による
土地造成

土地の引渡し、活用

港湾管理者

市町村等

民間

委託費

処分代

２府４県１６８市町村面積で近畿圏の約63％ 3



70km

尼崎沖（管理・安定型）

H2.1受入開始

泉大津沖（管理・安定型）

H4.1受入開始

大阪沖（管理型）

H21.10受入開始

H13.12受入開始

神戸沖（管理型）

４つの処分場と
９つの基地

津名基地

姫路基地

播磨基地
神戸基地 尼崎基地

大阪基地

堺基地

泉大津基地

和歌山基地

113ha、1600万m3

203ha、3100万m3

95ha、1400万m3

88ha、1500万m3
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廃棄物の流れ
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廃棄物の種類
22年度 累計

埋立量 比率(%) 埋立量 比率(%)
一般廃棄物 425 23.1 10,547 20.1 
上下水汚泥 90 4.9 2,289 4.3 
産業廃棄物 543 29.5 11,954 22.8 
陸上残土 538 29.2 18,283 34.8 
浚渫土砂 245 13.2 9,456 18.0 
合 計 1,841 100.0 52,529 100.0 
(単位：千m3）

一般廃棄物
23.1% 上下水汚泥

4.9%
産業廃棄物

29.5%

陸上残土
29.2%

浚渫土砂
13.2%

廃棄物の埋立状況（平成22年度）

・2000万人の市民生活から発生する廃棄物の60％を最終処分
・90万事業所・製造品出荷額50兆円の産業活動から発生する産業廃棄物の

50％を最終処分
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大阪湾フェニックス事業の環境保全対策

1. 受入基地
①廃棄物の安全な受入れ
（展開検査や化学検査の実施）

②粉じん対策
（拡散防止シート、集じん設備）

2. 埋立処分場
①余水の排水処理
②粉じん対策
（散水車）

3. 環境監視調査

 水質調査
 大気調査
 騒音・振動
調査

分 類 対象施設 項 目 細 目

埋立処分場

４処分場
・尼崎沖処分場
・泉大津沖処分場
・神戸沖処分場
・大阪沖処分場

放流水質 一般項目・生活環境項目
健康項目・特殊項目
ダイオキシン類等

周辺海域

その他
発生ガス
（メタン、硫化水素等）

搬入基地

９基地
・大阪基地
・堺基地
・泉大津基地
・和歌山基地
・姫路基地
・播磨基地
・神戸基地
・尼崎基地
・津名基地

大気汚染
二酸化硫黄、窒素酸化物
浮遊粉じん、ダイオキシン類
アスベスト等

騒音 騒音
振動 振動

悪臭
特定悪臭物質、臭気濃度、
臭気強度

その他 交通量等
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社会の変化に伴い大阪湾センターに求められる対応

これまでは・・ ①廃棄物の安全な受入れ
②周辺地域の環境保全対策（粉じん対策、排水処理、環境監視等）

更なる対応

環境影響の最小限化
↓

・地球環境への対応
・積極的な環境の創造
・社会貢献
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環境管理計画の策定：平成20年3月 ⇒平成21年3月にｱｸｼｮﾝﾌﾟﾗﾝ策定
取り組みの方向性：
(1)環境負荷の少ない健全で持続可能な循環型社会形成の一翼を担う。
(2)美しい大阪湾の再生や都市環境の創造に貢献していく。

環境負荷の少ない健全で
持続可能な社会の実現

基本施策１

循環型社会形成に

向けた取り組み

基本施策２

自然との共生をめざした

大阪湾ﾌｪﾆｯｸｽ事業の推進

基本施策３

環境ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝの推進による

地域社会との共生の推進

 ごみの発生抑
制とﾘｻｲｸﾙ
などの推進

 地球温暖化防
止対策の推進

 周辺環境保全
の強化

 海域環境の修復・再生
 埋立地における自然環境
の創造

 双方向ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ
の強化

 環境啓発の推進と
環境技術の普及

 新たな連携・協力
の推進
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■環境管理計画アクションプランStep1におけるCO２削減目標
⇒事業全体でH24年度末までにH19年度比６％削減

■これまでのCO2削減への取組
(１)尼崎沖処分場自家発電施設の商用電力への転換
(２)神戸基地、泉大津基地での太陽光発電の導入など

■21年度CO2排出量（⇒19年度比28.6%減）

CO2削減への取組

10



緩傾斜護岸の採用

神戸沖埋立処分場
・東側護岸に約1,000ｍ
・１：２の勾配

大阪沖埋立処分場
・北西側護岸に約1,000ｍ
・１：２の勾配

環境修復・再生のための調査・検討

・海生生物調査検討会の設置、運営
（H18年度～22年度）
・水質環境や海藻類の繁茂状況、魚
介類等の生息密度などを調査
・22年度はこれまでの調査結果の評
価を行った。

24年度以降から継続調査予定

神戸沖処分場

大阪沖処分場
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大阪沖処分場護岸の生物分布のイメージ（春季）

垂直 傾斜（消波ﾌﾞﾛｯｸ） 緩傾斜（ｺﾝｸﾘｰﾄ製被覆ﾌﾞﾛｯｸ）

37° 22°～27°
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春季の海藻の着生面積（護岸延長１kmあたり）

関空に近い水準

大阪湾奥部でも適切な場
があれば、多様な生態系
が作れる！
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市民活動助成

20万円以内

廃棄物処理・
環境保全

研究助成

200万円以内

海域再生

研究助成

200万円以内

19年度～

20年度～

18年度～

市民活動助成、研究助成制度の変遷
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申請者 所 属 助成研究テーマ

藤井 智康
小林 志保

奈良教育大学教育学部
京都大学大学院農学研究科

大阪湾・播磨灘における二酸化炭素の挙動と収支に関す
る研究（その２）

小路 淳
広島大学大学院
生物圏科学研究科

大阪湾圏の浅海域成育場が魚類生産に果たす役割の定
量評価：広域調査による空間変動解析（その２）

浜口 昌巳
（独）水産総合研究センター
瀬戸内海区水産研究所

アサリをモデルとした大阪湾および周辺海域の干潟生物
ネットワークの解明

多田 邦尚 香川大学農学部
大阪湾の植物プランクトンの季節・経年変動とその要因
（その３）

松沢 慶将 神戸市須磨海浜水族園
須磨海岸における砂浜生態系の修復を目標とした順応
的管理手法の提案

吉田光方子
（財）ひょうご環境創造協会
兵庫県環境研究センター

播磨灘、加古川流域を対象とした難分解性有機物及び
窒素、リンに関する特性評価

林 美鶴
神戸大学自然科学系先端融合 研究
環内海域環境教育センター

河川下流から河口域にかけての有毒赤潮発生機構の解
明と抑制方法の検討

上田 萌子
兵庫県立人と自然の博物館
自然・環境マネジメント部

土地利用履歴からみた塩性湿地の基盤環境と塩生植物
の現状との関係性に関する研究
～淡路島東部成ヶ島を事例として

小野寺真一 広島大学大学院総合科学研究科
大阪湾岸河口域周辺における地表水―地下水交流プロ
セスを考慮した栄養塩負荷の再評価

23年度海域再生研究助成の内容 9件、総額：1,500万円
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尼崎の海でワカメを使った水質改善

・ワカメを育成して海から栄養塩を取り上げ、堆肥
化して有効活用する。

・栄養塩循環型社会を地域が一体となって実現さ
せるべく、中学・高校・大学並びに企業、NPO、
地方自治体の連携の下に、ワカメの植え付け、
観察、刈り取り、堆肥化の一連の取り組みを体
験型の環境学習イベントとして実施。

尼崎沖処分場

17



廃棄物減量化への対応と受入期間の延伸

大阪湾広域処理場整備促進協議会における取組み

廃棄物減量化目標の策定（平成22年度）
■ 大阪湾圏域全体の一般廃棄物の減量化目標

・ ごみ排出量を平成12年度実績に対し平成27年度に25%減とする。
・ 最終処分量を平成12年度実績に対し平成27年度に60%減とする。
・ 平成27年度にリサイクル率25％を目指す。

■ 近畿圏域全体の産業廃棄物の減量化目標

・ 最終処分量を平成12年度実績に対し平成27年度に60%減とする。

大阪湾フェニックスセンターでの取組み

■ 23年度より民間産業廃棄物の受入抑制
・産業廃棄物の減量化目標達成のため、管理型産業廃棄物の受入量
を21年度比3割削減とする。

受入期間の延伸（⇒国に認可申請中）

■ 平成33年度 ⇒ 平成39年度 （6年間延伸）

まずは、今の処分場
の延命化！
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今後のフェニックス事業に求められる方向性

「新たな海面埋立処分場計画の方向性に関する懇談会」からの提言（平成19年）より」
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